
1．仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章及び  

行動指針、「子どもと家族を応援する日本」重点戦略に  

ついて  
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仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・ハーランス）憲章及び行動指針、  
「子どもと家族を応接する日本」重点戦略のポイント  

○重点戦略については、昨年2月に検討会議（議長：官房長官）を設けて検討開始。6月の   
中間報告を経て、12月に全体像をとりまとめた。   

○仕事と生活の調和の実現については、7月以来官民トップ会議（議長：官房長官）を設け   
て検討開始。12月に憲章及び行動指針をとりまとめた（重点戦略にも反映）。  

策定の視点  

詔    （1）少子化の背  

と 

必要。  

半 

構 

①働き方の  

②多様な働  

を「車の両輪  

結婚、出産・子育てに関する希望と現実の帝離が存在。  
の「＝者択一」を迫られている状況を解決する  結婚して子どもを持つこと  

う労働力人口減少は経済成長面からも問題）  

造解決のため、  

見直しによる「仕事と生活の調和」の実現  

き方に対応した保育サービス等の子育て支援策の再構築  

」として進めていく必要。  

（1）仕事と生活の調和の実】  

国民一人ひとりがやりJ  

家庭や地域社会などに  

る社会の実現に向けた  

（2）子育て支援策の再構築  
①仕事と生活の調和をj  

に対応した保育サーt  
②（Dのためには一定程  

賄うことのないようそl  

※家族政策関連支出（20l  

フランス、スウェーデン毒  

※フランスの家族関係支臼  

年度））  

※女性の就労希望等がす   

仕事上の責任を果たすとともに、  がいや充実感を感じながら働き、  

人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現でき  こおいても、  

二国民各層それぞれの取組を促すもの。  

希望どおり結婚、出産■子育てができるよう、多様な働き方  
ビスの充実等子育てを支える社会的基盤の整備が必要。  
度の効果的な財政投入が必要。財源は次世代の負担によって  
の時点で手当が必要。  

我が国がGDP比0．75％であるのに対し、イギリス、ドイツ、  03年度）は、  

等では概ねGDP比2～3％を投入。  
（※日本は3．7兆円（2003  出を日本の人口規模に換算すると10．6兆円。  

べてかなった場合の社会的コストの追加所要額は、1．5兆～2．4兆円。  

今後の対応  

（1）平成20年度予事案に反映。   

（2）家庭的保育や一時預かり等の制度化、企業や自治体の次世代育成支援行動計画の   
策定及び取組の一層の推進等については、先行して取り組む。   
⇒児童福祉法、次世代育成支援対策推進法の改正   

（3）更に、乗用分担等を含む具体的な制度設計については、税制改正の動向を踏まえつつ   
引き続き議論。  

l こ少子化対策特別部会を設けて審議。  ※（2）、（3）については社会保障審議会   
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仕事 と 生活 の 調 和（ワーク・ライフ・／巧ンス）の 実現   

義 ■ 緊  

【従来】働き方の見直しは個々の企業の取組に依存→一部が先進的に取り組み、社会的広がりが欠如  
【今般】経済界、労働界、地方のトップで協議、合意→社会全休を動かす大きな契機に  

【少子化対策や労働力  ○個人の生き方や   

人生の段階に   

応じて多様な   

働貴方の選択   

を可能にする必   

要  

0働き方の見直し   

が、生産性の   

向上や競争力   
の強化に＝「明   

日への投資J  

【働き方の二極化等】  

Q競争の激化、経済低迷や産   

業構造の変化 → 正社員   

以外が大幅に増加、正社   

員の労働時間の高止まり  

【仕事と生活の間で問題を抱  

える火の増加】  

0正社員以外の働き方の増   

加←→経済的に自立できな   

い層  

0長時間労働→「心身の疲   

労Jr家族の団らんを持て   

ない層」  

○働き方の選択肢の制約？  

仕事と子育ての両立が困難   

会全体の課   

る人々の希望を実現   

しにくいものにし、急速   
な少子化の要因に  

○働き方め選択肢が限   

定。、女性、高齢者等   
の多様な人材を活か   

せない  

、つては専業主婦。現在は  

過半数が共働き世帯。  

→働き方や子育て支援など  

の社会的基盤は従来のまま  

→男女の固定的な役割分二担   

意識が残存  

事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラン  

事と生活の調和推進の薦めの行動指針」（企業憶  

を策定  

的取組∴薗や地汚公共痺体の  

施策の方針）  

仕事と生活の調和が実現した社会の姿  

国民一人一人がやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、  
家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多  
様な生き方が選択・実現できる社会  

③多様な働き方・生き方が  

選択できる社会  

②健康で豊かな生活のため  

の時間が確保できる社会  
①就矧こよる経済的自立が  

可能な社会  

各主体の取組を推進するための社会全体の目標を設定  
（代表例）   

○第1子出産前後の女性の継続  

就業率   
38．0％→55％  

○育児休業取得率  
（女性）72．3％→80％  
（男性）0．50％→10％  

○男性の育児・家事関連時間  
（6歳未満児のいる家庭）  

60分／日→2．5時間／日  

○就業率（②、③にも関連）  
＜女性（25～44才）＞   
64．9％→ノ69（イ2％  
＜高齢者（60～64才）＞   
52．6％→60′）61％  

○フリーターの数  
187万人→144．7万人以下  

○過労働時間60時間以上の雇用  

者の割合  
10．8％ →半減  
○年次有給休暇取得率   
46．6％ 一→完全取得  
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社会全体としての進捗状況を把握・評価しi政策に反映  

関係者が果たすべき役割   



重 点 戦 略（仕事と生活の調和に関する部分以外）  

：JさJ 綜姫抱括的な次世代育成粟 煎豆※ノ  

仕事と生活の調和孝  

実現  

㊥親の就労と子どもの育成  

の両立を支える支援  

0就業希望者を育児休業と保育  
（あるいはその組合せ）で切  

れ自なくカバーできる体制、  

仕組みの構築  

0そのための制度の弾力化（短  

時間勤務を含めた育児期の休  

業取得方法の弾力化、家庭的  
保育など保育サービスの提供  

手段の多様化  

○保育所から放課後児童クラブ  

への切れ目のない移行  

（社会的コストの試算）  

（1∈庵度推畠ナ）約4兆き加叫  ：－＝児童・家族関連社会繋捷      ∴イ封G【）P抄10．由弘隙和魂由で縫を示  
※現在の費用構成は、匡卜地方公共団  
約8割、企業・個人の保険料等が約2；  

○上記の考え方に示した給イ  

における子育てを支える社  

○これは単なるコストではス  

○諸外国と比較しても特に虐  
て賄うことのないよう、必  

《具体的な制度設計の検討》  

○給付の性格や施策間の整合  

主や個人の子育て支援に対  
検討について、直らに毒手  

《先行して取組むべき課題》  

0制度設計の検討とともに、  

けの明確化、地方公共団体  
組の推進のための制度的な  
おいて先行実施すべき  

の枠組みの構築  

国民の希望する結婚や出産・子育ての  を推進し、   

サービスの考え方  現を支える給付  

③すべての手どもの健やか   

な育成の碁盤となる  
地域の取組  

○妊婦健診の望ましい受診回数  

の確保のための支援の充実  

○各種地域子育て支援の面的な  

展開（全戸訪問の実施、地域子   
育て支援拠点の整備）  

○安全・安心な子どもの放課後  
の居場所の設置  

○家庭的な環境における養護の  

充実など、適切な養育を受けら  
れる体制の整備  

②すべての子どもの健やか  

な育成を支える   

対個人給付・サービス  

○一時預かりをすべての子ど   

も・子育て家庭に対するサービ   

スとして再構築（一定のサービ   

ス水準の普遍化）  

○子育て世帯の支援ニースに対  

応した経済的支援の実施  

効果的な財政投入の必要性  

体の公費が  ※フランスの家族関係支出を日本の人口規模に  
換算すると約10，6兆円  

サービスの充実、とりわけ仕事と家庭の両立や家庭  
る現物給付の実現に優先的に取り組む必要  会的基盤とな  

く「未来への投資」として、効果的な財政投入が必要  
しい財政状況の下で、その費用を次世代の負担によっ  

て して行うことが必要  要な財源をその時点で手当   

、連携を考慮しつつ、国・地方公共団体の公費負担、事業  
する負担・拠出の組合せにより支える異休的な制度設計の  

の上、税制改革の動向を踏まえつつ速やかに進めるべき   

家庭的保育の制度化や一時預かり事業等の法律的な位置づ  

や事業主が策定する次世代育成支援の行動計画に基づ＜取  
対応、社会的養護体制の充実などの課題について20年度に  

「の視点に立った点検■評価とその反映   

）視点に立った点検・評価手法を構築  

芦度までの現行のプラン（「子ども・子育て応援プラン」、地方公共団体の次世   
こ援のための行動計画）の見直しに当たって、利用者の視点に立った指標等を盛   
、定期的に点検評価を行い、その結果を毎年度の予算編成、事業実施に反映   
十十J′ノ「ll．左貫蛮ナ71   

○利用者の  

平成21年  

代育成支  

り込んで  
「P「ヽ′、A  

卜岬叩こ極力叶分車中碩面唾如麹率軽J  

し筐寒 
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2．地域における少子化対策の推進体制について  

一7一   



（全国財政課長会議配布資料）  

平成20年1月22日  

内閣府政策統括官（共生社会政策担当）  

少子化対策の推進体制の整備（協力依頼）  

政府は、少子化対策の推進のため、昨年末、仕事と生活の調和憲章・行動指針や「子  

ども阜家族を応接する日本」重点戦略を策定し、各般の施策を展開することとしてお  

ります。都道府県、市町村におかれましても、ご趣旨をご理解の上、ご協力をお願い  

します。   

1僻（別添）   
仕事と生活の調和の実現と子育てを支える社会基盤の整備の二つの取組を「車の両輪」と   

して、地域における少子化対策を推進していくため、以下点につきご協力をお願いします。   

（1）庁内の部局横断的な推進体制を設置  

首長の下、関係部局から構成する少子化対策推進本部を設置する等、少子化対策を  

推進するための庁内体制の整備。   

（2）地域連絡協議会の設置等  

地域における企業や、労働者団体、次世代育成支援対策推進センター、労働基準監  

督署、公共職業安定所、保健・医療、福祉、教育関係者等と恒常的に意見交換を行い、  

協働して取り組むための協議会の設置。   

（3）地方交付税措置の拡充  

上記の取組を含め、平成20年度に、市町村の少子化対策事業に係る地方交  

付税措置を拡充する予定。   

2 関連諸施策との連携   

（1）今般、内閣府に仕事と生活の調和推進室を設けましたので、お気軽にアクセスをお  

願いします。  

また、厚生労働省においては、平成20年度予算案において、都道府県ことに労働局  

が事務局となって、関係者からなる「仕事と生活の調和推進会議」を設けることとし  

ており、追って連絡がありますので、その際には、都道府県にもこ参画をお願いたし  

ます。   

（2）内閣府では、本年度中に少子化対策連携促進サイトを立ち上げる予定であり、その  

中で、国と各地方公共団体の少子化対策推進本部を結び、相互に情報共有を図ること  

ができるよう準備を行っています。促進サイトが開設された折には、ご連絡いたしま  

すので、積極的に参加いただき、こ活用ください。  

【参考】   

「子どもと家族を応援する日本」重点戦略 ／ 「仕事と生活の調和（ワーク・  

ライフ・バランス）憲章」及び「仕事と生活の調和推進のための行動指針」  

⇒ http：／／www8．cao．go．jp／shoushi／index．htmi  

お問い合わせ先   

少子化対策担当  田中、時末まで  
（電話）03・3581－1403  

※特tこ仕事と生活の調和関連に関しては   

仕事と生活の調和推進室 能坂、清水まで  
（電話）03－3581－9268   



地域における少子化対策の推進体制の充実  
ッ トワークを構築し、   国との間にネ  ○ 各自治体に少子化対策の「総合司令塔」を設置。  

全国の取組状況を把握するとともに、先進的取組等の密な情報交換を実施。  
○ 各自治体の行動計画の枠組みを見直し、PDCAサイクルを定着。  

○こうした自治体の取組状況を、住民が目に見えるよう情報発信。  

子 化対策の「総合司令塔」の機能が不十分  ○ 各自治体での少   

→福祉・教育・住宅・商工労働など各部局の連携が不十分（縦割り）  

○ 国一都道府県一市町村を結ぶ横断的なネットワークがない  
→ 全国の取組状況を十分把握しきれていない  
優れた自治体の先進的取組の情報が全国へ伝播しない  

○各自治体の行動計画（次世代育成支援法の地域行動計画）の内容や、推進ウオローアップ体制が  
まちまち  

→ 住民が各自治体の取組状況を比較しにくい  
PDCAサイクルが未定着  

自治体の自治体の  



t㊥  府政共生・第 4 7 号  

総 行 自 第 3 号  

雇児発第 0122001．号  

平成2■0年1月22日  

都道府県知事  

各 指定都市市長 殿 

中核市市畢  

（次世代育成支凍対策担・当）  

内 閣 府 政 策 統 括  

（共生社会政策担当）  
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厚生労働省雇用均等・児童家庭局  

総合的な少子化対策の推進について   

我が国は、2005・（平成17）年には、出生数、出生率ともに過去最低となり  

（出生数1鱒万人、合計特殊出生率1．26）、また初めて死亡数が出生数を上回  

る人口減少社会が到来しま、した。   

「日本の将来推計人口（平成18・年12月中位推計）」（以下「新人口推計」  

という。）では、2055（平成67）年には、合計特殊出生率は1．26、総人口は  

9000万人を下回り、その4割が65歳以上の高齢者、1年間に生まれる子ど  

もの数は50万人を下回る、’といった厳しい見通しも示されていろところです。  

このまま少子化か進行すると、単純な人口規模の縮小だけでなく，、労働力人  

口が大きく減少するこ 

るこ’とが懸念されます。  
▼l● ′†ヽ   ′【－■1一－   

ノiゾ■ヽ ■－ゝ ヽ′上＿  － ヽ、■   し J     ヽ        ．＿    ．＿ ▲＿．．＿ ■■  －  ヽ  ヽ   、－ － 一  ■■－・・・－ d － －・■」－＋＋ヽ   一  弟Z餌へ⊂－ノーム‾匹1て し昭・不日4tj′、4t，午竺Eまれ′ノ が3U代羊はを迎えてい  

る今、．子育て世代の年齢層の人口が大幅に減少する前に、急速な少子化に早  

急に対応していく必要があります。  
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こうした中、昨年12月18日「子どもと家族を応援する日本」重点戦略（以  

下「重点戦略」という。）がとりまとめられたところです。・重点戦略では、  

女性をはじめ、働く意欲を持っすべての人の労働市場参加を実現しつつ、  

国民の希望する結婚、出産・子育てを可能とするた捌こは、妊娠・出産を機  

に女性の7割が離職しているという現状にみられるような就労と出産・子育  

てが二者択一一となっている構造を解決する必要があるとし、仕事と生活の調  

和の推進と多様な働き方に対応した保育サービスの充実等子育てを支える社  

会的基盤の整備の二つの取組を「車の両輪」として施策を進めることが必要  

であるとしています。   

また、特に仕事と生活の調和の実現については、政府、経済界、▲労働界の  

トップと地方の代表者、関係会議の有識者から構成される「ワーク・ライフ・  
バランス推進官民トップ会議」が設けられ、「仕事と生活の調和（ワーク・ラ  

イフ・バランス）憲章」及び「仕事と生活の調和推進のための行動拇針」（以  

下、「憲章」、「行動指針」という。）がとりまとめられました。   

政府は、今後、上記重点戦略及び憲章、行動指針を踏まえ、引き続き検討  

を進める（別紙参照）とともに各般の施策を展開していくこととしてい壊す  

が、特に今回策定された憲章や行動指針に示された仕事と生活の調和の実現  

のための取組につ．いては、従来市区町村レベルの行政課題として必ずしも意  

識されてこなかったとの指摘もあることから、これまで以上に、保健福祉、 

教育、商工労働等の分野にやける担当部局が連携を図り、それぞれの地域に  

おける関係機関や企業などの関係者との協働俸制のもとで、仕事と生活の調  

和の実現の■ための働き方の見直しも含めた給合的な少子化対策の推進が求め  

られるところです。   

おりしも、次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号）た基づ  

く現行の都道府県及び市町村行動計画が平成21年度をもって計画期間を終  

え、今後、次期計画の策定に向け、ニーズ調査の実施や現行計画の評価など  

の準備作業の開始が見込まれる時期にさしかかっているところです。   

各地方公共団体、特に市区町村においては、こうした施策の動向を踏まえ、  

下記に示すような体制整備の構築が喫緊の行政課題であると考えられます。   

貴職におかれては、政府の少子化対策への取組の趣旨をご理解いただき、  

地域における少子化対策の充実のための取組を進めていただきますようお願  

いするとともに、各都道府県におかれては、▲貴管内市区町村に対しまして、  

この旨をご用鱒いただきますよう、併せてお願いします。   

なお、平成20年度地方財政措置で、少子化対策への取組について、市区町  

村における体制整備も含め、総額において拡充の措置がなされることとされ  

たほか、関係各省である文部科学省、経済産業省及び国土交通省に対しても、  

市谷の邑日イ玄ゑ貴弘昆8罷7R叔ミ首由：1且爪衣．土日些虫て畳へ☆ミ昌血／nl太東丈．－♪匡I血1．、み・が ′ノIR ▼′lノヽ■rl、＝1′＞～lン■qlノへ ） ロト・嶋L′J■ ′lヽ‾／ ＝」ニュこ」 Hド′ヒI t′T■u′ヽトl一一′l」′F「q」ヽ－／－リノヽH▼  ′し＿′ヽ＿  

くようお願いしていることを申し添えます。  
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記  

1 庁内の推進体制の整備   

少子化対策は、児童福祉、母子保健、商工労働、教育、住宅等の各   

分野にまたがる、ものであり、関係部局が連携して部局横断的に取り組   

んでいくことが効果的な対策を推進していく上で重要です。  

このため、．各地方公共団体の実情に応じて、例えば、首長の下、関   

係部局から構成する少子化対策推進本部を設置したり、これに準ずる   

体制を整備することにより、少子化対策を推進するための庁内体制を   

整備することが考えられます。   

既に庁内体制を整備している地方公共団体におかれても、仕事と   

生活の廟和の実現のための働き方の見直しの観点も含めた総合的な   

少子化対策の推進に向け、再度、構成部局等について点検を実施いた   

だき、必要に応じて追加するなど、関係部局間の連携をより強化する   
ことが重要だと考えています。   

なお、内閣府では、憲章等を推進する中核的な組織として、「仕事 

と生活の調和推進室」を疲置いたしましたが（平成20年1．月8日設   

置。詳しくは、「「仕事と生活の調和推進室」の設置について（平成20   

年1月22日・付内閣府仕事と生活の調和推進室参事官通知）」をご参照   

ください。）、各都道府県におかれては、今後の国と都道府県の密接な   

連携のため、担当部署のご登録をしていただきますようお願いします。   

2 地域の企業や民間団体等との協働の推進   

仕事と生活の調和の実現のための働き方の改革をはじめ、少子化対  

策は、地方公共団体のみならず、それぞれの地域の企業、労働者団体、  

次世代育成支援対策推進センター、保健・医療■福祉関係者、教育関  

係者、都道府県労働局、．労働基準監督署、公共職業安定所、子育て支  
援活動を行うNPO等が、相互に密接に連携、協力し合いながら、地  

域の実情に応じた取組を進めていく必要があります。   

このため、次世代育成支援対策地域協議会（※1）を活用するなどによ   

り、当該関係者等が意見交換を行い、協働して、仕事と生活の調和の   

実現のための働き方の改革や子育て支援などを推進するための協議   

の場を設けることが考えられます。   

※1（参考）次世代育成支援対策推進牡（平成15年法律第120号）（抄）  

第21粂 地方公共団体、事業主、住民その他の次世代育成支援対策の  

推進を図るための活動を行う者は、地域における・次世代育成支援対策  

の推進に関し必要と■なるべき措置について協鼓するため、■次世代育成  

支漁労無地域協忠会（以下「地域協法会j という。）を組織することが  

できる。  
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3 点検・評価等の施策への適切な反映   

少子化対策においても、各種施策が利用者である国民にとって直面   

している困難や課題の解消に役立ったか、満足できるものであったか  

等、利用者側の視点に立った点検・・評価を実喝し、この結果を施策の   
企画立案プロセスに組み込んでいくことが重要だと考えています。  

このため、このような利用者の視点に立った施策の点検・評価を実   

施し、これを毎年度の予算編成や事業実施、あるいは次期次世代育成   
支援のための行動計画策定に反映させていくといった、PDCA（P   

LAN－DO－CHE 
撃があると考えています。  

さらに．、これらの一連の過程が住民に開かれた形で行われるように  

するための枠組みとして、地域の子育て支援事業の関係者や子育てに   

関する活動を行うNPO等が参画する場を設けることも考えられま  

す。その際、′上記1、2に掲げる体制、協議の場を準用することも考   

えられます。  

4 ●住民にと？てわかりやすい情報提供  

地方公共団体から住民に対して情報提供する際には、住民にとって   

利用しやすいものとなるよう、子育て支援に関する情報提供等をでき   

る限り集約して一元的に行うことが求められます。  

また、地方公共団体の先進的な取組事例の紹介や地方公共団体間の   

取組状況が∵比較可能な形で住民にわかりやすく提供されることが重   

要であり，、内閣府及び関係府省と地方公共団体の少子化対策推進本部   

との間における情報の共有化をさらに進め 

えています。   

内閣府では、仕事と生活の調和の推進など少子化対策に関する情報   

を集約し、国と地方が相互に情報共有を図ることができる「少子化対   

策連携促進サイト」を開設することを考えております。サイト開設後   

には、積極的にご参加√、ご活用いただきますようお願いします。  

※ なお、本通知に記述のある会議等の詳細については、内閣府の少子   

化対策ホームページに掲載されているので、ご参照願います。   

（URL：http：／／www8．cao．go．jp／shoushi／index．ht山）  
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く別紙〉   

政府に■ぉける今後の検討の方向性（重点戦略を踏まえた社会保障幸  

議会における辛議）について   

今回の重点戦略においては、今後の課題として、  

（1）国・J地方公共団体・事業主・個人の負担の組み合わせによって   

支える包括的な次世代育成支援のための制度について、具体的な  

検討に早急に着手すべき  

（2）これと並行し七、子育て支援サービスの基盤整備や、地域・事  

業主の取組促進に係る当面の課題に着手すべき   

とされたところです。   

これを受けて、厚生労働省社会保障審議会に少子化対顔特別部会が  
設けられ、審諌を行うこととしたところです（社会的養護関係につい  

ては、児童部会の社会的養護専門委員会において検討）。それぞれの  

部会の審議状況については、今後、適宜、各地方公共団体に情報提供  

することとしていますのでご承知おき願います。  
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